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年号が平成から令和に変わりました。平成１７年に施行された「次世代育成支援対策推進法」も改正を重ねて、

現在は従業員 101 人以上の企業に策定・届出と公表・周知が義務付けられている「一般事業主行動計画」も、２

度目以降の改定・更新を行う企業が増えて来ました。 

行動計画の改定・更新時にも参考になるよう、おさらいの意味で、今回からしばらく各種制度の内容や関連情

報をご紹介してまいります。 

 両立支援の制度 

 



 

 

 母性保護の制度 

 

 

＜個別相談の実施＞ 

次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「行動計画の更新」「認定・認証の取得」などについて、ご要望

をいただければ、次世代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたします。

お気軽にご連絡ください。                   神奈川県経営者協会 TEL 045-671-7060 


